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令和２年度　施策・基本事業マネジメントシート　（令和元年度実績に基づく評価） 作成日 令和 2 年 7 月 3 日
基本目標名 5 快適により安全で安心して暮らせるまちづくり
政　策　名 2 住みやすい快適なまちづくり
施　策　名 1 快適で質の高い住環境の整備

施策関係課 都市計画課、都市整備課、道路河川課、空き家対策室、建築指導課、上下水道局下水道課

１．施策の目的と成果把握
この施策は、誰、何を対象としているか 対象指標 単位 Ｈ３０ Ｒ１ Ｒ２

市人口 人 119,348 118,450

市道延長 ｋｍ 1,171 1,171

雨水路幹線路延長 ｍ 17,086 17,270

都市公園数 個所 169 170

この施策によって、「対象」をどういう状態にするのか 成果指標（意図の達成度を表す指標） 区分 単位 Ｈ３０ Ｒ１ Ｒ２ Ｒ３

目標 35.0 35.5 36.0 36.5

実績 66.8 63.7

目標 28.0 28.5 29.0 29.5

実績 44.9 36.3

目標

実績 市政に関するアンケート調査

目標 市政に関するアンケート調査

実績

目標

実績

２．基本事業の目的と成果把握
基本事業名 対象 意図 成果指標 区分単位 H30 R1 R2 R3 基本事業名 対象 意図 成果指標 区分単位 H30 R1 R2 R3

目標 3,400 3,450 3,500 3,550 目標 60.8 61.7 62.8 64.7

実績 2,029 2,487 実績 59.9 60.5

目標 364 369 374 379 目標

実績 371 411 実績

目標 36 39 46 54 目標

実績 21 28 実績

目標 20 20 20 20 目標 19.89 20.00 20.00 20.00 

実績 9 21 実績 19.20 19.34

目標 59.3 59.4 59.5 59.6 目標 38.1 47.6 57.1 66.7

実績 59.3 59.3 実績 28.6 28.6

目標 100 - - - 目標

実績 100 - 実績

３．施策及び基本事業の目標達成度評価
令和元年度施策の取組方針 施策の取組方針・成果指標達成状況

全て達成

一部未達成

全て未達成

全て達成

一部未達成

全て未達成

基本事業名 令和元年度基本事業の取組方針 基本事業の取組方針・成果指標達成状況 基本事業名 令和元年度基本事業の取組方針 基本事業の取組方針・成果指標達成状況

取組方針 全て達成 一部未達成 全て未達成 取組方針 全て達成 一部未達成 全て未達成

成果指標 全て達成 一部未達成 全て未達成 成果指標 全て達成 一部未達成 全て未達成

取組方針 全て達成 一部未達成 全て未達成 取組方針 全て達成 一部未達成 全て未達成

成果指標 全て達成 一部未達成 全て未達成 成果指標 全て達成 一部未達成 全て未達成

４．施策の基本情報
社会情勢変化、国・県の動向、市民・議会意見等 施策の成果向上に向けての役割分担

市民 事業所 行政

５．施策全体の総括・今後の課題・今後の方向性

施策の成果実績と施策の基本情報及び施策コストに関する全体総括 今後の課題 今後の方向性

政策体系
施策主管課長

建築住宅課

毛塚　英夫

施策の目
的

「対　象」

①市民
②公共インフラ（生活道路・雨水排水路・都市公
園）

①
ライフスタイルに合った良質な住宅
に満足している市民の割合

％

②
住まいの周りの住環境に満足してい
る市民の割合

％

③

成果指標の
取得方法

④

⑤

①
さの住まいる情報
の閲覧件数

回
雨水排水
路の整備

①雨水排
水路

①住環境の安全性
を高めるため、雨
水排水路の整備を
推進する。

① 雨水幹線排水路の整備率
（整備済延長/計画総延長） ％

②
民間の住宅確保要
配慮者に対応した住
宅数

戸 ②

③ 市営住宅の長寿命化率
（耐火建築物　給排水） ％ ③

④
空き家バンク成約
数

件
都市公園
の整備

①都市公
園

①快適な住環境創
出のため、公園等
の整備を推進す
る。

①
市民１人当たりの
都市公園面積

㎡

生活道路
の整備

①生活道
路

①住環境に必要な
機能と安全性を確
保する。

①
一般市道の改良率
（改良済市道　/市道の
総延長）

％ ②
都市公園の汲み取りトイレの解消

率

（水洗化トイレに解消された公園数

/汲み取りトイレ公園数）

％

②
橋梁の点検率
（点検済件数/市内の橋梁
数）

％ ③

・定住を促進するため、空き家バンクへの登録物件を増やし、空き家の有効活用を図る。
・市営住宅の長寿命化を図るとともに、民間活力の活用を見据えた統廃合・再編に向け
た取組を進める。
・住宅の耐震化をはじめ住まいづくりに必要な情報を発信する。
・緊急性や整備効果を勘案して生活道路、雨水幹線並びに一般排水路の整備を推進す
る。また、橋梁の長寿命化に向けた修繕計画を策定する。
・公園施設の整備の推進や、長寿命化及びトイレの水洗化を計画的に実施する。

取組
方針

【施策の取組方針達成状況】
・空き家バンクについて、チラシや広報、ポータルサイトによりPRを行い、空き家の有効活用の推進に努めた。
・石塚住宅93号棟の外壁・屋上防水改修、浅沼住宅2棟の給排水設備改修等を実施し、市営住宅の長寿命化を図った。な
お、市営住宅の統廃合・再編に向けた取組として、対象となる住宅の入居者への説明会等を開催する予定であったが、令
和元年東日本台風災害の対応を優先としたため実施出来なかった。
・住まいづくりに必要な情報を発信し、住宅の耐震化等の促進に努めた。
・緊急性や整備効果を勘案して生活道路、雨水幹線並びに一般排水路の整備を行ったが、令和元年東日本台風災害の影
響等により一部の事業が先送りや繰越となった。また、橋梁の長寿命化修繕計画の策定についても令和元年東日本台風
災害の復旧・復興を優先したため、次年度先送りとなった。
・公園施設の整備や長寿命化、トイレの水洗化について計画的に実施したが、令和元年東日本台風災害の影響により一部
の工事が繰越しとなった。
【成果指標達成状況】
「ライフスタイルに合った良質な住宅に満足している市民の割合」及び「住まいの周りの住環境に満足している市民の割合」
は、様々な取組をとおし目標を達成した。

成果
指標

【基本事業の取組方針達成状況】
・空き家バンクについて、チラシや広報、ポータルサイトにてPRを行い、空き家の有効
活用の推進に努めた。
・市営住宅の長寿命化及び施設の統廃合・再編を反映した佐野市公営住宅等長寿命
化計画を策定した。
・住宅の耐震など住まいづくりに必要な情報を、HP「さの住まいる情報」をはじめ講習
会や広報紙をとおして発信することにより、補助金等の支援を行った。
【成果指標達成状況】
・「さの住まいる情報の閲覧件数」は目標を下回った。
・「民間の住宅確保要配慮者に対応した住宅数」は目標を上回った。
・「市営住宅の長寿命化率」（耐火建築物の給排水改修率）は目標を下回った。
・「空き家バンク成約数」は、目標20件に対して21件と目標を達成した。

【基本事業の取組方針達成状況】
・雨水排水路の整備について、枝幹線の整備も含め計画的に事業
を推進したが、他の埋設物の移設等の対応に時間を要したため一
部の工事が繰越となった。
・一般排水路は継続箇所を優先的に整備した。
【成果指標達成状況】
「雨水幹線排水路の整備率」は、幹線の整備延長が少ないことか
ら目標61.7％に対して実績60.5％で目標には届かなかった。

【基本事業の取組方針達成状況】
・市道界233号線を始めとした道路改良については、令和元年東日本台風災害の復
旧・復興を優先したため、一部の事業が先送りや繰越となった。
・橋梁の点検については、令和元年東日本台風災害の影響で業務の着手が遅れ年
度内に完了できなかった。また、橋梁長寿命化修繕計画の策定についても、災害対
応を優先したため、次年度先送りとなった。
【成果指標達成状況】
・「一般市道の改良率」は、目標59.4％に対して実績59.3％で目標には届かなかっ
た。

【基本事業の取組方針達成状況】
・(仮)高萩中央公園の整備を計画的に進めたが、令和元年東日本台風災害の影響により工事
の一部が繰越となった。
・公園施設の補修や更新を行い適正な維持管理に努めたが、令和元年東日本台風災害の影響
により一部の工事が繰越となった。
・都市公園トイレの水洗化を計画的に進めたが、令和元年東日本台風災害の影響により工事が
繰越となった。
【成果指標達成状況】
・「市民１人当たりの都市公園面積」は、目標20.00㎡に対して実績19.34㎡で目標には届かな
かった。
・「都市公園の汲み取りトイレの解消率」は、目標47.6％に対し28.6％で目標には届かなかった。

・多様な住まいづくりの推進として住宅の耐震化補助制度については、講習会等をとおして周知を図っ
た。
・市営住宅の長寿命化として石塚住宅93号棟の外壁・屋上防水改修、浅沼住宅2棟の給排水設備改修
等を実施した。
・空き家の有効活用については、空き家バンクの登録件数が87件に、成約件数は21件で成果指標を達
成できた。
・生活道路の整備としては、緊急性や整備効果を勘案し市道道路改良事業10件の工事を予定していた
が、令和元年東日本台風災害対応を優先したことで、一部の事業で先送り（3件）や繰越（2件）となっ
た。また、橋梁長寿命化修繕計画の策定についても同様に次年度に先送りとなった。
・（仮称）高萩中央公園の整備や、公園施設の長寿命化及び秋山川栃本緑地公園のトイレの水洗化
（バリアフリー化）に取り組んだが、いずれも令和元年東日本台風災害の影響により工事が繰越となっ
た。
・雨水排水路の整備としては、他の埋設物の対応と近接工事の調整に時間を要したため、工事６件の
うち２件が繰越となった。
・令和元年度決算額は、平成30年度と比較し約2億9,100万円の減となったが、主な要因は、令和元年
東日本台風災害の影響により市道道路改良事業や（仮称）高萩中央公園整備事業等が繰越や先送り
となったためである。

【令和２年度で解決する課題】
・特になし
【令和３年度以降にも引き継がれる課題】
①住宅の耐震化について情報発信の強化
②市営住宅の計画的な改修及び適切な管理
③空き家バンクの活用促進
④生活道路の整備や橋梁の長寿命化
⑤（仮称）高萩中央公園の整備、公園施設の長寿命化及び公園トイレの水洗
化の実現
【令和３年度重点課題】
⑥空家等対策計画の見直し
⑦市街地における浸水対策の推進

①戸別訪問による補助制度の周知を図り、住宅の耐震化率の向
上に努める。
②市営住宅の老朽化が進行する状況であるため、長寿命化計画
に基づき必要に応じた市営住宅の改修を実施するとともに、老朽
市営住宅の統廃合・再編に向けた取組みを進めながら適切な管
理を行う。
③空き家バンクの登録物件を増やすと共にポータルサイト等での
情報発信により、市内に所在する空き家の有効活用を図る。
④緊急性や整備効果を勘案した生活道路の整備と計画的に橋梁
の長寿命化を図る。
⑤（仮称）高萩中央公園の整備、公園施設の長寿命化や公園トイ
レの水洗化を計画的に実施する。
⑥令和2年度に行う空家等実態調査結果をもとに現行の空家等対
策計画の見直しを行う。
⑦関係部局との連携を図りながら計画的に雨水排水路の整備を
進める。

成果指標
設定の考え方

・住宅に関しての市民アンケートを実施し、その
満足度を把握することにより、住宅に係る各種
事業の成果向上が期待できるため、成果指標と
して採用した。
・住まいの周りの公共インフラに関しての市民ア
ンケートを実施し、その満足度を把握することに
より、公共インフラに係る各種事業の成果向上
が期待できるため、成果指標として採用した。

施策の目
的

「意　図」

①それぞれのライフスタイルに合った住居や住
み方を選択し、安全で快適に暮らせる。
②地域の実情に応じた公共インフラとして整備し
安全で快適に生活できる。

多様な住
まいづくり
の推進

①市民
②市民（住
宅確保要
配慮者）
③市営住
宅
④空き家
所有者

①住まいづくりに必要
な情報、支援を得られ
ている。
②ライフスタイルに
合った、様々な住宅が
供給されている。
③適正な管理・運営を
行う。
④有効活用をしてもら
う

施
策

基
本
事
業

多様な住
まいづくり
の推進

・利活用可能な空き家を発掘
し、空き家バンクへの登録を促
し、空き家の有効活用を図る。
・市営住宅の長寿命化及び施
設の統廃合・再編に向けた、長
寿命化計画を策定する。
・住宅の耐震に関する情報をは
じめ、住まいづくりに必要な情報
を発信し、補助金による支援を
する。

雨水排水
路の整備

・東部6号雨水幹線及び東部6
号、9号,14号雨水枝幹線の整備
を計画的に実施する。
・一般排水路は継続個所を優先
して整備を実施する。

生活道路
の整備

・市道界２３３号線を始めとする
道路等の改良、維持修繕を緊
急性や整備効果を勘案して実
施する。
・橋梁の点検結果を基に、橋梁
長寿命化修繕計画を策定する。

都市公園
の整備

・（仮称）高萩中央公園の整備を
計画的に実施する。
・公園施設の補修や更新を行い
長寿命化を図るなど、適正な維
持管理を行う。
・都市公園のトイレを計画的に
水洗化する。

施
策
の
基
本
情
報

・住生活基本法に基づき「住生活基本計画」（平成２８年３月閣議決定）、栃木県住宅マスタープラン2016－2025に改正され新たな住宅政策
が打ち出された。
・大規模地震やゲリラ豪雨・竜巻等の気象災害の増加により、防災への意識が高まり、施設の安全性が求められている。
・老朽化の進行により、住宅・施設の耐久性の対策並びに施設の長寿命化が求められている。
・各施設で高齢者・障がい者等への対応が求められている。
・市議会において、災害避難等の活動に支障がある狭隘道路の解消に向けた取組を求める意見が出されている。
・市議会において、公園等のトイレの水洗化を求める意見が出されている。
・人口減少や高齢化の進行等により、管理されない空き家が市内全域で増加しており、特に市街地の空洞化も進んでいる。
・平成２７年５月２６日に空家等対策の推進に関する特別措置法（空家対策特措法）が施行された。
・道路の維持管理については、高度経済成長期に作られた道路インフラが一斉に老朽化を迎え、国の社会資本整備審議会から「道路の老
朽化対策の本格実施に関する提言」をうける等、全国的に社会問題となっている。
・平成２６年７月１日に道路法施行規則が改正され、道路管理者の定期点検等の管理義務が明確化された。
・市議会において、道路の適切な維持管理について要望されている。
・新型コロナウイルス感染症に関し、建設工事における感染拡大防止措置の徹底、技術者の確保や資機材の調達が困難な場合の工事の
一時中止、工期等の見直しなどの適切な対応をとることが求められている。

・自己所有建築物の適切な管理・営繕
に努める。
・住居周辺の生活環境の維持に努め
る。
・公園を適正に利用し、美化に努める。
・空家等の所有者は、空家等の適切な
管理に努める。

・地域特性に配慮し、市民のニーズに
対応した住宅の提供に努める。

・安全安心な住まいづくりや質の高い住
宅づくり等のニーズに合わせた支援を強
化する。
・公共インフラの適正管理を行うと共に、
計画的な耐震化や長寿命化を進める。
・市営住宅の長寿命化を計画的に推進
する。
・空家等に関する施策を総合的かつ計
画的に推進する。


